
証券コード：8101

第94期
定時株主総会招集ご通知

開催
日時

2024年6月26日(水曜日）
午後１時
受付開始：午後０時20分
※開催時刻が変更になっております。

開催
場所

東京都港区新橋六丁目17番21号
住友不動産御成門駅前ビル１階
ベルサール御成門駅前

郵送またはインターネットによる議決権行使期限

議決権
行使期限

2024年6月25日(火曜日)
午後５時30分まで

来場記念品のご用意はございません。
ご了承くださいますようお願い申しあげます。
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証 券 コ ー ド 8101
2024 年 ６ 月 ７ 日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 ８ 番 ２ 号

取締役社長執行役員 吉 永 直 明
第94期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
このたびの能登半島地震により被災されました皆様には謹んでお見舞い申しあげるとともに、

被災地の一日も早い復興を心よりお祈り申しあげます。
さて、当社第94期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト https://www.gsi.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html
上記URLにアクセスいただき「定時株主総会招集ご通知」「電子提供措置事項のうち法令およ

び定款にもとづく書面交付請求による交付書面に記載しない事項」をご確認ください。
また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲

載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」または「コード」の欄に、
「ＧＳＩクレオス」または「8101」を入力し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただき、「議決権行使についてのご
案内」にしたがって、2024年６月25日（火曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださ
いますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１．日 時 2024年６月26日（水曜日）午後１時（受付開始 午後０時20分）

（開催時刻が前回と異なりますのでご注意ください。）
２．場 所 東京都港区新橋六丁目17番21号

住友不動産御成門駅前ビル１階 ベルサール御成門駅前
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項 報告事項
１．第94期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第94期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

４．招集にあたっての
決定事項

１．議決権行使書面において、議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成の意思表
示があったものとして取り扱います。

２．次頁の「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。
以 上
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議決権行使についてのご案内

①当日ご出席による議決権行使 ②郵送による議決権行使 ③インターネットによる議決権行使

同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。代理人により議
決権を行使される場合は、議決権
を有する他の株主様１名を代理人
とすることができます。その際、
ご本人および代理人の議決権行使
書用紙と代理権を証明する書面の
提出が必要になりますので、あら
かじめご了承ください。
開催日：2024年６月26日（水曜
日）午後１時（受付開始 午後０
時20分）

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示のうえ、ご返
送ください。
行使期限：2024年６月25日（火
曜日）午後５時30分到着分まで

パソコンまたはスマートフォン
から議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）
にアクセスし、同封の議決権行使
書用紙に記載された「ログイン
ID」および「仮パスワード」をご
入力いただき、画面の案内にした
がって賛否をご入力ください。
行使期限：2024年６月25日（火
曜日）午後５時30分入力完了分
まで

※ 郵送とインターネットにより重複し
て議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権行使の内容
を有効として取り扱わせていただき
ます。

※ インターネットにより複数回にわた
り議決権を行使された場合は、最後
に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。
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「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.

2.

○○○○○○○

議 決 権 の 数
議 決 権 の 数

基準日現在のご所有株式数

株 主 総 会 日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

QRコードを読み取る方法
議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

機関投資家のみなさまは、株式会社ＩＣＪの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力し「ログイン」をクリックしてください。

2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3
※操作画面はイメージです。
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インターネットによる議決権行使のご案内
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◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証ウェブサイト
において、その旨、修正前および修正後の事項を掲載させていただきます。

◎電子提供措置事項のうち、つぎの事項につきましては、法令および当社の定款の規定にもとづき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会および会計監査人
は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
①事業報告の会社の体制および方針
②連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
③連結計算書類の連結注記表
④計算書類の株主資本等変動計算書
⑤計算書類の個別注記表

◎株主総会の運営に大きな変更が生じた場合は、下記ウェブサイトにてお知らせいたします。
https://www.gsi.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要政策のひとつに位置付けており、安定的かつ継続的な利益
還元の実施を基本方針としております。
この方針にもとづき、当期につきましては、中期経営計画に掲げる連結配当性向（50％）および連結業績や当

社の資金状況などを総合的に勘案し、１株につき前期比10円の増配となる83円の配当といたしたいと存じます。

１ 配当財産の種類 金銭

２ 株主に対する配当財産の割当てに
関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき、金83円
総額 1,018,170,130円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月27日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（６名）が任期満了となります。
つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会から、特段指摘すべき事項はない旨の意見表明を受けております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者はつぎのとおりであります。
候補者
番 号

ふ り が な
氏 名 現在の当社における地位、担当および重要な兼職の状況

１ よし なが ただ あき
吉 永 直 明

代表取締役 兼 社長執行役員 欧米統括 兼 中国統括
兼 ナノテクノロジー事業担当
GSI Holding Corporation会長 兼 GSI Exim America,Inc.会長
兼 GSI Creos Korea Co., Ltd.代表理事

再 任

２ なか やま まさ てる
中 山 正 輝 取締役 兼 専務執行役員 繊維事業部門統括 兼 大阪支店長 再 任

３ にし むら ひろ き
西 村 裕 樹

取締役 兼 専務執行役員 工業製品事業部門統括
兼 工業製品事業戦略室長 再 任

４ お の くに ひろ
小 野 国 広 取締役 兼 常務執行役員 管理部門統括 兼 ＩＲ担当 再 任

５ はっ とり かず のり
服 部 和 德 社外取締役 兼 指名委員会委員長 再 任 社 外 独 立

６ ち ば ざくら
千 葉 櫻 え り か 日本電子材料株式会社社外取締役（監査等委員）

新 任

女 性

社 外 独 立

再 任 ：再任取締役候補者 新 任 ：新任取締役候補者 社 外 ：社外取締役候補者 独 立 ：独立役員候補者

女 性 ：女性取締役候補者
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候補者
番 号 1 よ し な が た だ あ き

吉 永 直 明（1955年10月９日生）

再 任

所有する当社の株式の数… 58,695株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… 17年

略歴、当社における地位、担当
1979年４月 当社入社
2002年７月 GSI Holding Corporation社長

兼 GSI Exim America,Inc.社長
2007年６月 当社取締役

兼 工業製品事業部門統括補佐
2009年６月 当社工業製品事業部門統括 兼 米州統括
2010年４月 GSI Holding Corporation会長

兼 GSI Exim America,Inc.会長（現任）
2012年４月 当社欧米統括

兼 ナノテクノロジー事業担当（現任）
2012年 6 月 当社常務取締役

2013年４月 GSI Holding Corporation社長
兼 GSI Exim America,Inc.社長

2015年４月 当社工業製品事業部門統括
兼 工業製品事業戦略室長

2016年６月 当社常務取締役 兼 常務執行役員
2017年12月 当社代表取締役社長

兼 社長執行役員
2020年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員（現任）
2022年３月 GSI Creos Korea Co., Ltd.代表理事

（現任）
2023年４月 当社中国統括（現任）

重要な兼職の状況
GSI Holding Corporation 会長
GSI Exim America,Inc. 会長
GSI Creos Korea Co., Ltd.代表理事

取締役候補者とした理由
当社において、経営企画・財務業務に従事した後、工業製品事業部門の営業業務に加え海外子会社のマネジメントも経験し、2007
年より取締役、2015年より工業製品事業部門統括として経営に携わりました。2017年12月に代表取締役社長に就任し、「進化と成
長」を方針として事業の更なる拡大とグローバル化の進展を目標に掲げるとともに、企業価値の向上に向け、経営トップとして邁進
しております。当社グループにおける国際的かつ広範な業務経験と管理・運営に関する高い知見を有していることから、引き続き監
査等委員でない取締役の候補者といたしました。
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候補者
番 号 2 な か や ま ま さ て る

中 山 正 輝（1957年９月19日生）

再 任

所有する当社の株式の数… 30,505株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… 15年

略歴、当社における地位、担当
1980年４月 当社入社
2001年４月 当社繊維原料事業本部繊維原料第三部長
2006年４月 当社繊維事業本部テキスタイル第一部長
2007年４月 当社テキスタイル第一部長
2009年６月 当社取締役 兼 繊維事業部門統括補佐
2012年６月 当社繊維事業部門副統括
2013年４月 当社繊維事業部門統括（現任）

2014年10月 当社大阪支店長（現任）
2015年４月 当社繊維事業戦略室長
2015年６月 当社常務取締役
2016年４月 当社繊維事業戦略室長
2016年６月 当社常務取締役 兼 常務執行役員
2020年６月 当社取締役 兼 専務執行役員（現任）

重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由
当社において、一貫して繊維原料を中心とする繊維事業部門の営業に従事し、2009年より取締役、2013年より繊維事業部門統括と
して経営に携わってまいりました。当社の繊維事業部門における豊富な業務経験と実績にもとづき、当社の基幹事業である繊維事業
の拡大に向けた明確なビジョンを有し、事業戦略の策定と実行の中心的役割を果たしていることから、引き続き監査等委員でない取
締役の候補者といたしました。

候補者
番 号 3 に し む ら ひ ろ き

西 村 裕 樹（1961年２月５日生）

再 任

所有する当社の株式の数… 16,989株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… ６年

略歴、当社における地位、担当
2001年11月 当社入社
2009年４月 当社プラスチック販売部長
2013年４月 当社工業製品事業戦略室長
2015年４月 当社プラスチック販売部長
2016年６月 当社執行役員

2018年４月 当社工業製品事業部門統括（現任）
2018年６月 当社取締役 兼 執行役員
2021年４月 当社取締役 兼 常務執行役員

兼 工業製品事業戦略室長（現任）
2024年 4 月 当社取締役 兼 専務執行役員（現任）

重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由
当社において、フィルム・樹脂原料を中心とする工業製品事業部門の営業に従事し、現在の機能プラスチック部の前身であるプラス
チック販売部長等を歴任しました。2018年６月に取締役に就任し、その後、工業製品事業部門統括、工業製品事業戦略室長として
経営に携わっております。当社の成長ドライバーである工業製品事業における豊富な業務経験と実績を有し、かつ関係業界の動向に
も精通していることから、引き続き監査等委員でない取締役の候補者といたしました。
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候補者
番 号 4 お の く に ひ ろ

小 野 国 広（1968年４月１日生）

再 任

所有する当社の株式の数… 2,299株
取締役会出席状況………… 15/15回
取締役在任年数…………… １年

略歴、当社における地位、担当
1992年４月 当社入社
2019年４月 当社経営企画部長

当社ＩＴ化推進プロジェクトリーダー
2020年４月 当社執行役員 兼 管理部門副統括

兼 ＩＲ担当（現任）

2023年４月 当社経営企画部・財経部管掌
2023年６月 当社取締役 兼 執行役員
2024年４月 当社取締役 兼 常務執行役員

兼 管理部門統括（現任）

重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由
当社において、財務や経営企画の管理業務の他、工業製品事業部門にて事業立案・推進業務に従事したあと、経営企画部長に就任し
ました。その後、執行役員、管理部門副統括として、当社の企業価値向上に向けた経営戦略の策定やコーポレートガバナンスの強化
に取り組み、2023年に取締役に就任し、2024年度からは管理部門統括として経営に携わっております。当社の海外を含む管理部門
における豊富な業務経験と実績を有していることから、引き続き監査等委員でない取締役の候補者といたしました。

（注）候補者の出席状況は、2023年６月28日就任後の状況を記載しております。
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候補者
番 号 5 は っ と り か ず の り

服 部 和 德（1956年10月20日生）

再 任 社 外 独 立

所有する当社の株式の数… 400株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… ６年

略歴、当社における地位、担当
1980年４月 グンゼ株式会社入社
2008年６月 同社取締役

兼 執行役員プラスチックカンパニー長
2012年４月 同社取締役 兼 執行役員経営戦略部長

兼 CMAO
2013年６月 同社常務取締役

兼 常務執行役員経営戦略部長 兼 CHO
兼 CCSRO 兼 CRO

2014年６月 同社代表取締役常務取締役
兼 常務執行役員経営戦略部長 兼 CHO
兼 CCSRO

2016年 4 月 同社代表取締役常務取締役
兼 常務執行役員電子部品事業部長

2016年６月 同社常務執行役員電子部品事業部長
2018年 4 月 同社電子部品事業部長付
2018年６月 当社社外取締役（現任）
2022年 1 月 当社指名委員会委員長（現任）
2023年４月 当社報酬委員会委員長

重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
グンゼ株式会社において、代表権を有する常務取締役を務め、長年にわたり経営者として同社の発展に多大な貢献をしてこられまし
た。その後、2018年６月に当社の社外取締役に就任しました。大企業の経営者としての経験とプラスチック分野をはじめとする工
業製品事業分野における豊富な知識を有しており、当社が期待する役割を取締役会で十分に果たしてきた実績を考慮し、引き続き監
査等委員でない社外取締役の候補者といたしました。
同氏が選任された場合は、経営者および当社関連事業分野の豊富な経験と幅広い見識をもとに、客観的・中立的立場から当社の業務
執行に対する監督、助言をいただくことを期待しております。
（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約
で被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのあ
る損害を、填補することとしております。本議案が承認可決された場合には、各候補者は被保険者となります。
また、2024年７月の次回更新時には同内容での更新を予定しております。

３．社外取締役候補者に関する事項は、つぎのとおりであります。
（1）服部和德氏は社外取締役候補者であります。
（2）当社は現在、服部和德氏と会社法第427条第１項の規定にもとづき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。同氏をご選任いただいた場合には、当社は、同氏と当該契約を継続する予定であります。当該契
約の内容の概要は以下のとおりであります。
①損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする。
②当該責任限定が認められるのは、取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限
られるものとする。

（3）当社は、服部和德氏を東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として届け出ておりますが、ご選任いただいた場合に
は、同氏を引き続き独立役員に指定する予定であります。

（4）服部和德氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年と
なります。
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候補者
番 号 6 ち ば ざくら

千葉櫻えりか（1961年７月２日生）

新 任 社 外 独 立 女 性

所有する当社の株式の数… 300株
………………………………
………………………………

略歴、当社における地位、担当
1998年６月 Fitzpatrick Cella Harper & Scinto 法律事務所

（現Venable法律事務所併合）入所
2001年２月 米国ニューヨーク州弁護士資格取得
2002年10月 Ropes ＆ Gray 法律事務所入所
2010年６月 東レ・ダウコーニング株式会社（現ダウ・東レ

株式会社）アジア太平洋地域知財担当

2018年６月 ダウケミカル日本株式会社 アジア太平洋地域
シリコーン事業知財担当 兼 知財部長

2022年６月 日本電子材料株式会社社外取締役（監査等委
員）（現任）

重要な兼職の状況
日本電子材料株式会社社外取締役（監査等委員）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
海外における法律事務所勤務とグローバル化学メーカーにおける知的財産分野を中心とする企業法務の経験により、高度な法務知識
を有しております。当社グループのグローバル経営の推進において、国際法務に関する専門的見地からの意見、提言ができるとの観
点から、今回、監査等委員でない社外取締役の候補者といたしました。
同氏が選任された場合は、これらの知見や豊富な経験をもとに、客観的・中立的立場から当社の業務執行に対する監督、助言をいた
だくことを期待しております。

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約

で被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのあ
る損害を、填補することとしております。本議案が承認可決された場合には、候補者は被保険者となります。

３．社外取締役候補者に関する事項は、つぎのとおりであります。
(1)千葉櫻えりか氏は社外取締役候補者であります。
(2)千葉櫻えりか氏をご選任いただいた場合には、当社は、同氏と会社法第427条第１項の規定にもとづき、会社法第423条第
1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。同氏との契約の内容の概要は以下のとおりであります。
①損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする。
②当該責任限定が認められるのは、取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限
られるものとする。

(3)当社は、千葉櫻えりか氏をご選任いただいた場合には、同氏を東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として指定し、同
取引所に届け出る予定であります。
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第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役２名が任期満了となります。つきましては、監査等委員で
ある取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者はつぎのとおりであります。
候補者
番 号

ふ り が な
氏 名 現在の当社における地位、担当および重要な兼職の状況

１ おお にし ふみ ひろ
大 西 文 博 取締役 兼 常務執行役員 社長補佐 新 任

２ はや の たか ふみ
早 野 貴 文

社外取締役（監査等委員） セントラル法律事務所弁護士
兼 株式会社日本テクナート社外取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 ：再任取締役候補者 新 任 ：新任取締役候補者 社 外 ：社外取締役候補者 独 立 ：独立役員候補者
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候補者
番 号 1 お お に し ふ み ひ ろ

大 西 文 博（1960年12月25日生）

新 任

所有する当社の株式の数… 21,963株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… ９年

略歴、当社における地位、担当
1983年４月 当社入社
2011年４月 当社経営企画部長
2015年６月 当社取締役
2015年12月 当社ＩＲ担当
2016年６月 当社取締役 兼 執行役員

2018年４月 当社管理部門副統括 兼 人事総務部長
2020年４月 当社管理部門統括
2020年６月 当社取締役 兼 常務執行役員（現任）
2023年４月 当社人事総務部・法務審査部・

営業経理部管掌
2024年４月 当社社長補佐（現任）

重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由
当社において、経営企画や人事を中心とする管理業務に従事した後、経営企画部長に就任し、2015年より取締役として経営に携わ
ってまいりました。2020年4月には管理部門統括に就任し、当社の企業価値向上に向けた諸施策や人材育成制度の充実と企業風土
改革への対応に取り組んでまいりました。当社の海外を含む管理部門における豊富な業務経験と実績および長年の経験で培った情報
収集力・分析力を有していることから、監査等委員である取締役の候補者といたしました。

候補者
番 号 2 は や の た か ふ み

早 野 貴 文（1954年９月19日生）

再 任 社 外 独 立

所有する当社の株式の数… 2,000株
取締役会出席状況………… 20/20回
取締役在任年数…………… ６年

略歴、当社における地位、担当
1984年 4 月 弁護士登録（第36期）
1984年 4 月 セントラル法律事務所入所（現任）

2013年11月 株式会社日本テクナート社外取締役（現任）
2018年 6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況
セントラル法律事務所弁護士
株式会社日本テクナート社外取締役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
弁護士としての高い見識と豊富な経験にもとづき、2018年より当社社外取締役として経営を適切に監督してまいりました。社外役
員となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、法律の専門家として企業法務を中心とする豊富な経験・知
識と社外取締役としての実績を有しており、引き続き監査等委員である社外取締役の候補者といたしました。同氏が選任された場合
は、豊富な知識や経験をもとに、当社の業務執行に対する監査、提言等を期待しております。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．大西文博氏をご選任いただいた場合には、当社は、同氏と会社法第427条第１項の規定にもとづき、会社法第423条第1項

の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約の内容の概要は以下のとおりであります。
①損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額とする。
②当該責任限定が認められるのは、取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限
られるものとする。

３．社外取締役候補者に関する事項は、つぎのとおりであります。
（1）早野貴文氏は社外取締役候補者であります。
（2）当社は、現在、早野貴文氏と会社法第427条第1項の規定にもとづき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。同氏をご選任いただいた場合には、当社は、同氏と当該契約を継続する予定であります。同氏と
の契約の内容の概要は以下のとおりであります。
①損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額とする。
②当該責任限定が認められるのは、取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限
られるものとする。

（3）当社は、早野貴文氏を東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として届け出ておりますが、ご選任いただいた場合に
は、同氏を引き続き独立役員に指定する予定であります。

（4）早野貴文氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査等委員である社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって６年となります。

４．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約
で被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのあ
る損害を、填補することとしております。本議案が承認可決された場合には、各候補者は引き続き被保険者となります。
また、2024年７月の次回更新時には同内容での更新を予定しております。

2024年05月23日 10時32分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



[本議案が承認された場合の取締役会の各種構成比率]

社外取締役比率 女性取締役比率

（４名／９名） （２名／９名）
％44.4 ％22.2
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ご参考 選任後の取締役会構成およびスキルマトリックス

当社は、当社の経営理念を体現し、その理念にもとづいた経営
目標を達成することが期待できる人材を取締役として選定してお
ります。具体的には、スキルマトリックスにお示しする分野で豊
富な知識と経験を有し、特にビジネスプロデューサーとして、有
形無形の事業リソースをConnectさせ、新たな事業の創出に意
欲的に取り組むことができる人材を取締役会のメンバーとしてい
ます。

氏 名
当社における地位 性別 企業経営 財務会計 法務

リスクマネジメント
営業

マーケティング
IT

デジタル戦略
ダイバーシティ

推進
人材開発

吉永 直明
代表取締役 男 ● ● ● ● ●

中山 正輝
取締役 男 ● ●

西村 裕樹
取締役 男 ● ●

小野 国広
取締役 男 ● ● ● ● ●

服部 和德
取締役

（独立社外）
男 ● ●

千葉櫻 えりか
取締役

（独立社外）
女 ● ●

大西 文博
常勤監査等委員 男 ● ● ● ● ●

早野 貴文
監査等委員
（独立社外）

男 ●

髙喬 昌子
監査等委員
（独立社外）

女 ● ●

上記は、取締役会メンバーの有するすべての専門性や知見を示すものではありません。
なお、「国際性」「ESG・サステナビリティ」について、メンバー全員に対して期待するものであることから、マ
トリックスの項目としておりません。
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ご参考 社外取締役の独立性基準

当社は、社外取締役の独立性判断基準を以下のように定め、いずれにも該当しない社外取締役は独立性を有
するものと判断しております。

１. 現在または過去10年間における当社および当社子会社（以下、合わせて「当社グループ」という）の業務
執行者（※1）

２. 当社グループの主要株主（※２）またはその業務執行者
３. 当社グループの主要取引先（※３）またはその業務執行者
４. 当社グループから役員報酬以外に、個人として多額の金銭その他財産上の利益（※４）を得ている者
５. 当社グループの主要借入先（※５）またはその業務執行者
６. 当社グループより多額の寄付（※６）を受けた者または受けた団体に所属する者
７. 過去３年間、上記の２から６のいずれかに該当する者

（※１）業務執行者とは、業務執行取締役、執行役員または使用人をいう。
（※２）主要株主とは、議決権所有割合が総議決権の10％以上の株主をいう。
（※３）主要取引先とは、当該取引先との事業年度あたりの売上高が、当社の連結売上高の相当部分を占めて

いる取引先をいう。
（※４）多額の金銭とは、年間1,000万円を超える額をいう。
（※５）主要借入先とは、当社連結総資産の２％を超える借入先をいう。
（※６）多額の寄付とは、年間1,000万円を超える額をいう。

以 上
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1,769

1,787

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

146,194
百万円

2,881
百万円

2,999
百万円

2,019
百万円

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

0 第93期 第94期 0 第93期 第94期 0 第93期 第94期 0 第93期 第94期

131,054

1,829

3,000

750

1,500

2,250

14.2％67.8％57.5％
4,500

1,500

3,000

4,000

1,000

2,000

3,000

11.6％
200,000

50,000

100,000

150,000 2,0192,999146,194 2,881
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事 業 報 告
（2023

2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過およびその成果

当期におけるわが国経済は、個人消費の持ち直しやインバウンド需要を中心に景気回復の傾向にあるもの
の、円安の進行、中東情勢などの地政学リスクの高まり、米中貿易摩擦に加え中国経済の低迷などにより世
界経済は依然として不安定であり、先行き不透明な状況が続いております。
こうした中、当社グループは、パーパス「次代の生活品質を高める 事業の創造者として 人びとの幸せを

実現する」のもと、持続的な企業価値の向上にむけて、中期経営計画 “GSI CONNECT 2024” に掲げ
る２つの挑戦「過去最高純利益の更新」、「資本市場からの信任度の向上」に取り組んでまいりました。
当期の業績につきましては、売上高は、前期比15,140百万円、11.6％増収の146,194百万円となり、売

上総利益は、前期比2,130百万円、15.2％増益の16,151百万円となりました。営業利益は前期比1,051百
万円、57.5％増益の2,881百万円、経常利益は、前期比1,211百万円、67.8％増益の2,999百万円となりま
した。親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、事業の立ち上げに向けて経費先行の状況が続くア
パレル電子商取引子会社において、今後の事業の見通しについて検討を行った結果、特別損失491百万円
（のれんの減損損失）を計上いたしましたが、前期比250百万円、14.2％増益の2,019百万円となり、売上
高、各利益ともに、前期業績を上回る結果となりました。
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0

ファイバー アウター インナー
（単位：百万円）売上高／ 営業利益 （単位：百万円）売上高／ 営業利益 （単位：百万円）売上高／ 営業利益

第93期 第94期 第93期 第94期 第93期 第94期

90,000

22,500

67,500

45,000

0

25,000

6,250

18,750

12,500

0

300

0

200

100

△1,000

15,000

0

10,000

5,000

△5,000

1,500

375

1,125

750

69,218

357

17,981

598

11,567

△440

800

200

600

400

0

81,415
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20,764

932

11,831
204
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜繊維事業＞
＜ファイバー＞
インナー用機能糸・生地の取引が順調に推移し、レッグ用糸の取引が需要回復を背景に伸長したことなど

から、売上高は前期比17.6％増収の81,415百万円となり、営業利益は前期比34.1％増益の478百万円とな
りました。

＜アウター＞
アパレル関連の取引が子会社をはじめ苦戦を強いられたものの、欧米向け生地の輸出取引が好調に推移し

たことなどから、売上高は前期比15.5％増収の20,764百万円となり、営業利益は前期比55.9％増益の932
百万円となりました。

＜インナー＞
為替変動や原料高による販売価格の調整が進み、加えて個人消費の回復を背景にインナー・ソックス関連

の取引が堅調に推移したことなどから、売上高は前期比2.3％増収の11,831百万円となり、営業利益は204
百万円(前期は440百万円の営業損失)となりました。
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セミコンダクター ケミカル ホビー＆ライフ マシナリー＆イクイップメント

第93期 第94期 第93期 第94期 第93期 第94期 第93期 第94期

10,818

807
11,370

502

5,088

625

5,008

61

12,000 1,200
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6,000

0

300

900

600

0
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300

900
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0
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300
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0

6,000 600
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0
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450

300

0

（単位：百万円）売上高／ 営業利益 （単位：百万円）売上高／ 営業利益 （単位：百万円）売上高／ 営業利益 （単位：百万円）売上高／ 営業利益

8,947

410

12,918

664

5,346

576

4,971

299
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＜工業製品事業＞
＜セミコンダクター＞
半導体市場の長引く在庫調整や米国の対中半導体輸出規制の影響により中国の販売子会社の取引が減少し

たことなどから、売上高は前期比17.3％減収の8,947百万円となり、営業利益は前期比49.2％減益の410百
万円となりました。

＜ケミカル＞
機能性樹脂・フィルムの取引および塗料原料の取引は、国内外の需要が堅調に推移したことなどから、売上

高は前期比13.6％増収の12,918百万円となり、営業利益は前期比32.4％増益の664百万円となりました。

＜ホビー＆ライフ＞
ホビー関連の取引が、主に海外の需要回復を背景に堅調に推移したものの、化粧品原料の取引が低調であ

ったことなどから、売上高は前期比5.1％増収の5,346百万円となり、営業利益は前期比7.8％減益の576百
万円となりました。

＜マシナリー＆イクイップメント＞
産業機材の取引は、大型機械の受注が伸び悩んだことなどから、売上高は前期比0.8％減収の4,971百万

円となったものの、機械装置販売に付随する受託加工サービスや理化学機器の販売が堅調に推移したことな
どから、営業利益は前期比387.9％増益の299百万円となりました。
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事業セグメント別売上高
（単位：百万円）

区 分

第 9 4 期 第 9 3 期

2023年４月〜2024年３月 2022年４月〜2023年３月

金 額 構成比％ 金 額 構成比％

フ ァ イ バ ー 81,415 55.7 69,218 52.8

ア ウ タ ー 20,764 14.2 17,981 13.7

イ ン ナ ー 11,831 8.1 11,567 8.8

セ ミ コ ン ダ ク タ ー 8,947 6.1 10,818 8.3

ケ ミ カ ル 12,918 8.8 11,370 8.7

ホ ビ ー ＆ ラ イ フ 5,346 3.7 5,088 3.9

マ シ ナ リ ー ＆ イ ク イ ッ プ メ ン ト 4,971 3.4 5,008 3.8

合 計 146,194 100.0 131,054 100.0

（注）上記は外部顧客に対する売上高を記載しております。
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中期経営計画 “GSI CONNECT 2024”の達成
当社グループは、理念体系の最上位に位置するパーパス「次代の生活品質を高める 事業の創造者として 人び

との幸せを実現する」のもと、変化の著しい事業環境において、当社グループの更なる「進化と成長」を目指し、事
業創造型商社としての「ありたい姿」の実現に向けた中期経営計画 “GSI CONNECT 2024” を推進しております。
企業を取り巻く概況は、賃金上昇による個人消費の持ち直しやインバウンド需要を背景に国内では景気回復が期待

されるものの、世界経済においては主要国の経済情勢による為替相場と金利の変動リスクをはじめ、中国経済の低迷
や中東情勢等の地政学的要因による社会経済への影響など、依然として不安定な事業環境が続くことが予想されます。
このような状況下、中期経営計画の最終年度を迎えるにあたり、同計画を公表した2021年11月から事業環境が
大きく変化しているものの、グループ一丸となり、最終目標の達成に向け各種施策に取り組んでまいります。

新たなストーリーをつむぐために、繊維と工業製品のConnect、グループ各社のConnect、
ビジネスパートナーとのConnect、地域・社会とのConnectにより当社グループの強みを発揮
しながら、3年間で当社グループをさらに進化・成長させて、新たなステージへConnectする。

中期経営計画 “GSI CONNECT 2024” 骨子

株主還元

事業創造型商社として
ニッチな分野で新しい価値を提供し、
サステナブルな社会づくりに貢献する

過去最高純利益の更新 資本市場からの
信任度の向上

サステナブル事業分野への
積極投資

人材の充実と
新しい働き方の推進

実効性の高い
ガバナンス体制の強化

２つの挑戦

ビジョン

３つの重点施策

▶ ▶

▶

▶ ▶

“GSI CONNECT 2024” ～つむぐ・つなぐ・つなげる～
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２．対処すべき課題
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中期経営計画 “GSI CONNECT 2024”の推移

中期経営計画の推移
（親会社株主に帰属する当期純利益）

初年度・実績
（2023年３月期）

最終年度・計画
（2025年３月期）

２年目・実績
（2024年３月期）

1,769
2,019 2,200
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項目（百万円） 23年３月期
（初年度 実績）

24年３月期
（２年目 実績）

25年３月期

最終年度 計画 2024/5/15
公表予想

売上高 131,054 146,194 135,000 150,000

営業利益 1,829 2,881 3,500 3,100

経常利益 1,787 2,999 3,500 3,100

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,769 2,019 2,200 2,200

◆中期経営計画２年目となる24年３月期は、全ての項目で初年度を上回る結果となり、計画は順調に推移。
◆中計最終年度は、同計画公表時（21年11月）より原材料や人件費をはじめとする経費高など事業環境が大き
く変化しているものの、売上高および純利益で最終目標を達成し、「過去最高純利益の更新」を見込む。

◆環境、生活・健康、エネルギーの各分野で、次世代の収益基盤を支えるサステナブル事業の創造・育成が順調
に進捗。各省庁との共同研究事業も決定。

◆人的資本経営の加速的な推進に向け、人事コンサルティング企業と業務提携。
◆海外拠点として、GSIベトナム社（ハノイ）およびGSIインド社（ムンバイ）、国内拠点として、東北営業所お
よび熊本営業所（2024年５月）を新設し、事業基盤を強化。

◆デジタルによる変革と価値創出に向けDX推進に特化する「SMILEプロジェクト」を進行中。
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GSIクレオスグループのマテリアリティ

マテリアリティ

環境と調和する
豊かな社会の実現

人材の充実と
新しい働き方の推進

実効性の高い
ガバナンス体制の強化

取り組むべき施策

「環境」「生活・健康」「エネルギー」分野におけるサステナブルな事業の深耕

気候変動対応や循環型社会に貢献する商材やソリューションの提供

健全かつ迅速な経営を支えるコーポレートガバナンスの浸透

企業価値を最大化するグループガバナンスの推進

グローバル人材／プロフェッショナル人材の育成強化

人の力とデジタルの融合による新たな価値の創出
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当社グループは、パーパスのもと事業創造型商社として新しい価値を創造し続けるとともに、ESG経営の推進
により、社会課題の解決とその先にある人びとの幸せの実現に取り組んでおります。

そのような中で、気候変動をはじめとした地球規模の環境問題への配慮、人権の尊重、従業員を含む全てのス
テークホルダーへの公正・適正な事業活動など、社会や企業のサステナビリティを巡る課題解決を事業機会と捉
え、それらへの取り組みの推進に向けて「サステナビリティ委員会」を運営しており、気候変動対応につきまし
ては、2023年５月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同を表明しております。

サステナビリティ委員会では、中期経営計画に掲げるESG経営の推進に向けた3つの重点施策「サステナブル
事業分野への積極的投資」「人材の充実と新しい働き方の推進」「実効性の高いガバナンス体制の強化」を踏まえ
て、当社グループに関係する課題を抽出し、「事業を通じた社会課題の解決」および「社会課題解決のための経
営基盤強化」の２つの側面から分析を行い、当社グループのマテリアリティ（重要課題）を特定しました。

当社グループは、マテリアリティへの取り組みを推進することにより、中長期的なグループの成長と持続可能
な国際社会の実現を目指してまいります。
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（単位：百万円）
■ 売上高

（単位：百万円／円）
■ 親会社株主に帰属する当期純利益 ／
１株当たり当期純利益

（単位：百万円／％）
■ 総資産 ／ ■ 純資産 ／ ROA

（単位：％）
■ 自己資本比率 ／ ROE

2,026
1,638 1,769

161.65 132.95 144.29

38.4 40.2 37.4

9.5
6.9 7.0

116,375 111,829
131,054

23,239 25,929

3.4 2.7 2.7

60,465 60,929
69,412

第91期 第92期 第93期 第94期
（当連結会計年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当連結会計年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当連結会計年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当連結会計年度）

24,512

2,019

164.64

146,194

36.4

7.6
27,450

2.8

75,336
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３．財産および損益の状況の推移
⑴ 企業集団の財産および損益の状況

区 分 第 91 期
2021年３月期

第 92 期
2022年３月期

第 93 期
2023年３月期

第 94 期
2024年３月期

売 上 高（百万円） 116,375 111,829 131,054 146,194

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 2,026 1,638 1,769 2,019

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 161.65 132.95 144.29 164.64

総 資 産（百万円） 60,465 60,929 69,412 75,336

純 資 産（百万円） 23,239 24,512 25,929 27,450

自 己 資 本 比 率（％） 38.4 40.2 37.4 36.4

１ 株 当 た り 純 資 産（円） 1,852.19 2,000.04 2,114.55 2,237.71

ＲＯＥ［自己資本当期純利益率］（％） 9.5 6.9 7.0 7.6

Ｒ Ｏ Ａ ［総 資 産 当 期 純 利 益 率］（％） 3.4 2.7 2.7 2.8

（注）１．１株当たり当期純利益および１株当たり純資産は、小数点以下第３位をそれぞれ四捨五入して表示しております。
２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式総数により算出して

おります。
３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第92期（2022年３月期）の期首から適用してお

り、第92期（2022年３月期）以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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（単位：百万円）
■ 売上高

（単位：百万円／円）
■ 当期純利益 ／
１株当たり当期純利益

（単位：百万円）
■ 総資産 ／ ■ 純資産

（単位：％）
■ 自己資本比率

第91期 第92期 第93期 第94期
（当事業年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当事業年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当事業年度）

第91期 第92期 第93期 第94期
（当事業年度）

67,762
54,307

68,088

16,932

41,476

18,140

41,721

18,524

45,170 40.8 43.5 41.0

1,754
2,171

139.96
176.16 1,409

114.96 683

55.74

78,049

18,049

45,905 39.3
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⑵ 当社の財産および損益の状況

区 分 第 91 期
2021年３月期

第 92 期
2022年３月期

第 93 期
2023年３月期

第 94 期
2024年３月期

売 上 高（百万円） 67,762 54,307 68,088 78,049

当 期 純 利 益（百万円） 1,754 2,171 1,409 683

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 139.96 176.16 114.96 55.74

総 資 産（百万円） 41,476 41,721 45,170 45,905

純 資 産（百万円） 16,932 18,140 18,524 18,049

自 己 資 本 比 率（％） 40.8 43.5 41.0 39.3

１ 株 当 た り 純 資 産（円） 1,349.48 1,480.13 1,510.66 1,471.34

（注）１．１株当たり当期純利益および１株当たり純資産は、小数点以下第３位をそれぞれ四捨五入して表示しております。
２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式総数により算出して

おります。
３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第92期（2022年３月期）の期首から適用してお

り、第92期（2022年３月期）以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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４．重要な子会社の状況（2024年３月31日現在）

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出 資 比 率
（間接所有を含む） 主要な事業内容

株式会社セントラル科学貿易 東 京 都 江 東 区
百万円

100
％

100.00 理化学機器等の販売

株式会社オフィス・メイト 東 京 都 港 区
百万円

40 100.00 不動産の管理業務等

株 式 会 社 ジ ー マ ー ク 東 京 都 港 区
百万円

46 100.00 家具、花火等の輸入販売

株 式 会 社 い ず み 大 阪 市 中 央 区
百万円

90 100.00 婦人用インナーの企画、製造お
よび販売

GSIマルロンテックス株式会社 東 京 都 中 央 区
百万円

85 100.00 ストッキング・ソックス用原糸
の撚糸加工および販売

株式会社クレオスアパレル 東 京 都 品 川 区
百万円

10 100.00 婦人衣料品および関連商品の企
画、製造、販売

株式会社ＧＳＩ ＡＢＲＯＳ 東 京 都 中 央 区
百万円

70 100.00 ニット製品の販売

日 神 工 業 株 式 会 社 兵 庫 県 豊 岡 市
百万円

85 100.00 各種繊維製品の製造、加工およ
び販売

株 式 会 社 S H A R E 東 京 都 港 区
百万円

100 100.00
婦人衣料品および関連商品の電
子商取引に係る事業、小売及び
卸売事業

GSI Hold ing Corporat ion 米国・ニューヨーク
千米ドル

1,010 100.00 米国における持株会社

G S I E x i m A m e r i c a , I n c . 米国・ニューヨーク
千米ドル

2,000 100.00 商品の仕入・販売

G S I C r e o s B r a s i l L t d a . ブラジル・サンパウロ
千レアル

6,404 100.00 商品の仕入・販売

GSI Europe-Import+Export GmbH ドイツ・デュッセルドルフ
千ユーロ
665 100.00 商品の仕入・販売

GSI Trading Hong Kong Ltd. 中 国 ・ 香 港
千香港ドル

13,865 100.00 商品の仕入・販売

GSI Creos China Co. , L td . 中 国 ・ 上 海
千人民元

40,231 100.00 商品の仕入・販売

G S I ( S h e n z h e n ) L t d . 中 国 ・ 深 圳
千人民元

69,570 100.00 商品の仕入・販売

GSI Creos Korea Co., Ltd. 韓 国 ・ ソ ウ ル
千ウォン

780,000 100.00 商品の仕入・販売

GSI Creos Technology(China) Co.,Ltd. 中 国 ・ 上 海
千人民元

6,893 100.00 商品の仕入・販売

（注）１．株式会社オフィス・メイトに対する出資比率のうち、20.63％は間接所有によるものであります。
２．GSI Exim America,Inc.に対する出資比率は、間接所有によるものであります。
３．GSI Creos Brasil Ltda.に対する出資比率は、間接所有によるものであります。
４．GSI (Shenzhen) Ltd.に対する出資比率は、間接所有によるものであります。
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５．主要な事業内容（2024年３月31日現在）
当社グループの主要な事業および事業内容はつぎのとおりです。

事 業 セ グ メ ン ト 事 業 内 容

繊

維

事

業

フ ァ イ バ ー 原糸、繊維原料の国内外販売、輸出入
メディカル繊維原料・製品の製造加工、販売 など

ア ウ タ ー
アパレル製品のOEM・ODM
テキスタイル・アパレル製品の卸売り、輸出入
自社ブランド製品の販売 など

イ ン ナ ー
インナー製品のOEM・ODM、販売、輸出入
インナー用生地の開発、販売
自社ブランド製品の販売 など

工

業

製

品

事

業

セ ミ コ ン ダ ク タ ー
最先端半導体製造装置用部材の輸出入
汎用性半導体部材の輸出入
半導体製造設備用の部材の輸出入 など

ケ ミ カ ル
塗料原料、その他化学品の輸出入
機能性プラスチック樹脂の輸入
フィルムの国内販売
カーボンナノチューブの開発・製造・販売 など

ホ ビ ー ＆ ラ イ フ
ホビー関連商材の国内・海外販売
化粧品原料の輸入、国内販売
健康食品の国内販売 など

マ シ ナ リ ー ＆
イ ク イ ッ プ メ ン ト

産業機械・理化学機器の輸入販売、メンテナンス
複合材成形設備・材料の輸入販売
炭素繊維強化樹脂の開発・製造・販売 など

６．主要な営業所等（2024年３月31日現在）
⑴ 当社

本 社 東京都港区芝三丁目８番２号

支 店 大 阪（大阪市中央区）

営 業 所 等
日本橋（東京都中央区）、赤 坂（東京都港区）、北 陸（福井県福井市）
福 岡（福岡市博多区）、東 北（仙台市青葉区）
ナノカーボン開発センター（川崎市川崎区）

⑵ 子会社
前記「４．重要な子会社の状況」に記載の所在地に主要な営業所を有しております。
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７．従業員の状況（2024年３月31日現在）
⑴ 企業集団の従業員の状況
事 業 セ グ メ ン ト 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

名 名
繊
維
事
業

フ ァ イ バ ー 130 〔27〕 18 〔ー1〕
ア ウ タ ー 91 〔98〕 17 〔ー4〕

イ ン ナ ー 118 〔24〕 3 〔5〕

工
業
製
品
事
業

セ ミ コ ン ダ ク タ ー 29 〔0〕 1 〔±0〕

ケ ミ カ ル 63 〔4〕 5 〔±0〕

ホ ビ ー ＆ ラ イ フ 32 〔5〕 ー1 〔±0〕

マ シ ナ リ ー ＆ イ ク イ ッ プ メ ン ト 68 〔0〕 0 〔±0〕

全 社 （ 共 通 ） 127 〔2〕 5 〔1〕

合 計 658 〔160〕 48 〔1〕

（注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．従業員数には嘱託社員を含んでおります。
３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

⑵ 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年

295〔21〕 ３〔１〕 41.9 15.7
（注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数には嘱託社員69名を含んでおります。なお、平均年齢、平均勤続年数には嘱託社員を含めておりません。

８．主要な借入先（2024年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,521

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,279

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,057

農 林 中 央 金 庫 1,600

株 式 会 社 北 國 銀 行 1,211
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金融機関
24.44％

自己株式
2.87％

外国法人等
6.81％

その他国内法人
16.90％

個人・その他
47.05％

金融商品取引業者
1.93％
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２ 会社の株式に関する事項（2024年３月31日現在）
１．発行可能株式総数 40,000,000株
２．発行済株式の総数 12,629,942株

（自己株式 362,832株を含む。）
３．株主数 22,806名

株主構成（所有者別株式数の割合）

４．大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口）
千株

1,335
％

10.89

グ ン ゼ 株 式 会 社 953 7.77

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 442 3.61

東 レ 株 式 会 社 396 3.23

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 385 3.14

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 379 3.09

Ｑ Ｒ ２ 号 フ ァ ン ド 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 300 2.45

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 252 2.06

Ｓ Ｔ Ａ Ｔ Ｅ Ｓ Ｔ Ｒ Ｅ Ｅ Ｔ Ｂ Ａ Ｎ Ｋ Ａ Ｎ Ｄ Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ Ｃ Ｏ Ｍ Ｐ Ａ Ｎ Ｙ ５ １ ０ ２ ０ ４ 169 1.38

松 下 彰 利 145 1.18

（注）１．当社は、自己株式を362,832株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率については、自己株式（362,832株）を控除して算出し、小数点以下第３位を四捨五入して表示しております。
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５．当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）
株

5,549
名
5

社 外 取 締 役 （監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 を 除 く。） 0 0

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 0 0

（注）１．当社は、2019年６月26日開催の第89期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬制度の導入を決議いただいております。
２．2023年６月28日開催の取締役会で、取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）5名に対して割当てる

譲渡制限付株式報酬として、自己株式5,549株の処分を決議し、同年7月14日に払込手続を完了いたしました。
３．当社の株式報酬の内容につきましては、後記「３ 会社役員に関する事項 ４．取締役の報酬等」に記載しております。
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３ 会社役員に関する事項
１．取締役の氏名等（2024年３月31日現在）
氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況

吉 永 直 明 代表取締役
兼 社長執行役員

欧米統括
兼 中国統括
兼 ナノテクノロジー事業担当
兼 GSI Holding Corporation会長
兼 GSI Exim America,Inc.会長
兼 GSI Creos Korea Co., Ltd.代表理事

中 山 正 輝 取締役
兼 専務執行役員

繊維事業部門統括
兼 大阪支店長

大 西 文 博 取締役
兼 常務執行役員

管理部門統括
（人事総務部・法務審査部・営業経理部管掌）

西 村 裕 樹 取締役
兼 常務執行役員

工業製品事業部門統括
兼 工業製品事業戦略室長

小 野 国 広 取締役
兼 執行役員

管理部門副統括
（経営企画部・財経部管掌）
兼 IR担当

服 部 和 德 社外取締役 指名委員会委員長
荒 木 靖 司 取締役（監査等委員・常勤）
早 野 貴 文 社外取締役（監査等委員） セントラル法律事務所弁護士

兼 株式会社日本テクナート社外取締役
髙 喬 昌 子 社外取締役（監査等委員） 髙喬昌子公認会計士事務所

兼 OBARA GROUP株式会社社外監査役
兼 株式会社enechain監査役
兼 報酬委員会委員長

（注）１．社外取締役（監査等委員）早野貴文氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務全般に関する相当程度の知見を有するも
のであります。なお、同氏が兼職している他の法人等と当社との間に特別な関係はありません。

２．社外取締役（監査等委員）髙喬昌子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。なお、同氏が兼職している他の法人等と当社との間に特別な関係はありません。

３．当社は、社外取締役服部和德、社外取締役（監査等委員）早野貴文および髙喬昌子の３氏を東京証券取引所の定めにもと
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．社外取締役（監査等委員）合田信一氏は2023年６月28日をもって辞任いたしました。
５．当事業年度末日後に生じた取締役の会社における地位、担当および重要な兼職の異動は、つぎのとおりであります。

氏 名 旧 新 異動年月日
西 村 裕 樹 取締役

兼 常務執行役員
兼 工業製品事業部門統括
兼 工業製品事業戦略室長

取締役
兼 専務執行役員
兼 工業製品事業部門統括
兼 工業製品事業戦略室長

2024年４月１日
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氏 名 旧 新 異動年月日
大 西 文 博 取締役

兼 常務執行役員
兼 管理部門統括
（人事総務部・法務審査部・営業経理部
管掌）

取締役
兼 常務執行役員
兼 社長補佐 2024年４月１日

小 野 国 広 取締役
兼 執行役員
兼 管理部門副統括
（経営企画部・財経部管掌）
兼 IR担当

取締役
兼 常務執行役員
兼 管理部門統括
兼 IR担当

2024年４月１日

６．監査等委員会の社内および関係会社からの円滑な情報収集や業務監査室等の内部監査部門との緊密なやり取りを通じた連
携の実効性確保のため、荒木靖司氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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２．責任限定契約の内容の概要
社外取締役服部和德氏、取締役（監査等委員・常勤）荒木靖司氏、社外取締役（監査等委員）早野貴文氏

および髙喬昌子氏は、当社と会社法第427条第１項の規定にもとづき、会社法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１
項に定める最低責任限度額であります。なお、当該責任限定が認められるのは、取締役が責任の原因となっ
た職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

３．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、保険会社との間で当社の取締役、執行役員、管理者および一部子会社の取締役、執行役員を被保

険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契
約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生じることのある損害を、当該保険により填補することとしており、その被保険者の全ての保険料は
当社が全額負担しております。ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免
責事由があります。

４．取締役の報酬等
（1）役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年３月10日開催の取締役会において、取締役の個人別報酬等の内容についての決定方針
を決議しております。取締役の個人別報酬等の内容についての決定方針の内容はつぎのとおりです。
①取締役の個人別報酬等の内容についての決定方法

取締役の報酬は、株主総会で決定する報酬総額の限度内で、代表取締役社長執行役員、監査等委員で
ある取締役を含む社外取締役(３名)、管理部門担当役員をメンバーとする報酬委員会の協議・調整を経
て取締役会において審議・承認しています。なお、報酬委員会の委員長は、社外取締役であります。
取締役の金銭報酬の額は、2016年６月29日開催の第86期定時株主総会において、取締役（監査等委

員を除く。）の報酬等の限度額は年額204百万円以内（うち社外取締役分は年額15百万円以内とする。
ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）、監査等委員である取締役の報酬等の限度額は
年額60百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）
の員数は８名（うち社外取締役１名）であり、同じく監査等委員である取締役の員数は３名です。ま
た、当該金銭報酬とは別枠として、2019年６月26日開催の第89期定時株主総会において、取締役（監
査等委員である取締役および社外取締役を除く。）に対して支給する譲渡制限付株式の割当てのための
金銭報酬債権の総額を年額60百万円以内として設定することを決議いただいております。当該株主総会
終結時点の取締役（監査等委員および社外取締役を除く。）の員数は６名です。
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②取締役の個人別報酬等の内容についての概要
取締役（社外取締役を除く。）の報酬は、基本報酬、業績連動報酬および非金銭報酬で構成されてい

ます。社外取締役および監査等委員である取締役については、基本報酬のみで構成されています。
〔基本報酬〕

基本報酬は月額で定め、執行役員を兼務する取締役については取締役報酬と執行役員報酬とに区分し
ています。その額は、業務執行の有無、役位にもとづき決定されています。

〔業績連動報酬〕
業績連動報酬（賞与）は年１回支給され、連結純利益に応じた支給係数、役位別に定めた基準額によ

り支給総額を決定し、個人別評価にもとづき配分しています。業績連動報酬の算定の基礎として選定し
た業績指標は、連結純利益であり、選定理由は、最も経営成績を反映するためであります。当期の連結
純利益の実績は、2,019百万円であります。
個人別評価の方法は、会社の業績を最も反映する経常利益と部門別の管理が可能なＲＯＡに加え、企

業価値を表す株式時価総額を指標とし、期首目標、前年実績、中期目標に対する達成度を役位に応じて
ウェイト付けしています。なお、専務執行役員以下の執行役員を兼務する取締役については担当部門の
業績についても指標に組み入れています。

〔非金銭報酬〕
非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）は年１回支給され、役位により決定された基礎額に応じた株式が

割り当てられます。
各報酬の割合については、より果断で積極的な経営判断を促し、中長期的な企業価値の向上へのイン

センティブと株主との価値の共創を目指し、業績連動報酬と非金銭報酬の割合を高めていく方針です。
③取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容について、当社は審議プロセスの公正性・透明性を確保するため、株主
総会で決定された報酬総額の限度内で、社外取締役が過半を占める報酬委員会の協議・調整を経て取締
役会において審議・承認していることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。
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（2）当事業年度に係る報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる
役員の員数
（名）基 本 報 酬 業績連動報酬 非 金 銭 報 酬

取 締 役
（監査等委員を除く。） 166 115 40 10 6

うち社外取締役 6 6 ー ー 1

取 締 役
（監 査 等 委 員） 29 29 ー ー 4

うち社外取締役 10 10 ー ー 3

合 計 195 144 40 10 10

うち社外取締役 17 17 ー ー 4

（注）１．取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお、使
用人兼務取締役の該当者はおりません。

２．上記の取締役（監査等委員）の員数および報酬等の総額には、2023年６月28日開催の第93期定時株主総会終結の時をも
って退任した社外取締役（監査等委員）１名の分を含んでおります。

３．非金銭報酬の内容は譲渡制限付株式報酬であり、割当ての際の条件等は「（１）役員報酬等の内容の決定に関する方針等」
のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は、前記「 ２ 会社の株式に関する事項 ５．当事業年度中に
職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

４．取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の総額には、当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬の費用計上額として取締役５
名分の10百万円および当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額として取締役５名分の42百万円が含まれております。
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５．社外役員に関する事項
（1）他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役（監査等委員）早野貴文氏は、セントラル法律事務所弁護士および株式会社日本テクナート
の社外取締役であります。セントラル法律事務所および株式会社日本テクナートと当社との間には特別
な関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）髙喬昌子氏は、髙喬昌子公認会計士事務所、OBARA GROUP株式会社の社
外監査役および株式会社enechainの監査役であります。髙喬昌子公認会計士事務所、OBARA
GROUP株式会社および株式会社enechainと当社との間には特別な関係はありません。

（2）当事業年度における主な活動状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

氏 名 区 分
出席状況（出席率）

主 な 活 動 状 況
取締役会 監査等委員会

服 部 和 德 社外取締役 20回中20回
（100％） ――

主に経営者としての経験と工業製品事業分野の専門
的見地から、取締役会において、意思決定の妥当性
や適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。また、役員候補者の選任における透明性お
よび客観性の向上等を目的として設置している、指
名委員会の委員長を務めております。

早 野 貴 文 社外取締役
監査等委員

20回中20回
（100％）

23回中23回
（100％）

弁護士としての専門的見地から、取締役会におい
て、意思決定の妥当性や適正性を確保するための発
言を行っており、監査等委員会においては、当社の
コンプライアンス体制等について適宜、意見を述べ
ております。また、役員候補者の選任および報酬の
決定における透明性および客観性の向上等を目的と
して設置している、指名委員会および報酬委員会の
委員を務めております。

髙 喬 昌 子 社外取締役
監査等委員

15回中14回
（93.3％）

15回中15回
（100％）

公認会計士としての専門的見地から、取締役会にお
いて、意思決定の妥当性や適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査等委員会におい
ては、当社の会計業務や内部監査について適宜、意
見を述べております。また、報酬の決定における透
明性および客観性の向上等を目的として設置してい
る、報酬委員会の委員長を務めております。

（注）社外取締役髙喬昌子氏の出席状況は、2023年６月28日就任後の状況を記載しております。
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４ 会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

保森監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

百万円
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 44

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法にもとづく監査と金融商品取引法にもとづく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況、報酬見積の根拠等について確認および審議した結果、当
該監査法人の報酬等の額が妥当であると判断し、会社法第399条第１項の同意をいたしました。

３．当社の重要な子会社の中には、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当す
る資格を有する者を含む）の監査を受けている海外の子会社があります。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社の監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況等を勘案し、会計監査人の変更が必要と判断した場

合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員

全員の同意にもとづき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

５ 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要政策のひとつに位置付けており、安定的かつ継続的な

利益還元の実施を基本方針としております。
この方針にもとづき、当期につきましては、中期経営計画に掲げる配当性向（50％）および連結業績や当

社の資金状況などを総合的に勘案し、１株につき前期比10円の増配となる83円の配当といたします。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 65,313 流 動 負 債 46,634
現 金 及 び 預 金 10,346 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 25,512
受 取 手 形 1,335 電 子 記 録 債 務 1,409
売 掛 金 34,920 短 期 借 入 金 14,268
電 子 記 録 債 権 3,042 １年内返済予定の長期借入金 595
商 品 及 び 製 品 11,859 リ ー ス 債 務 196
仕 掛 品 1,117 未 払 法 人 税 等 453
原 材 料 180 契 約 負 債 535
そ の 他 2,760 賞 与 引 当 金 503
貸 倒 引 当 金 △249 役 員 賞 与 引 当 金 42

固 定 資 産 10,023 そ の 他 3,118
有 形 固 定 資 産 2,026 固 定 負 債 1,251
建 物 及 び 構 築 物 381 長 期 借 入 金 557
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 31 リ ー ス 債 務 267
工 具、 器 具 及 び 備 品 116 繰 延 税 金 負 債 335
土 地 1,073 退 職 給 付 に 係 る 負 債 82
リ ー ス 資 産 423 資 産 除 去 債 務 8
建 設 仮 勘 定 1 負 債 合 計 47,886
無 形 固 定 資 産 524 （純 資 産 の 部）
の れ ん 313 株 主 資 本 24,271
リ ー ス 資 産 47 資 本 金 7,186
そ の 他 163 資 本 剰 余 金 867
投 資 そ の 他 の 資 産 7,471 利 益 剰 余 金 16,502
投 資 有 価 証 券 5,188 自 己 株 式 △284
出 資 金 1,071 その他の包括利益累計額 3,179
長 期 貸 付 金 9 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,436
繰 延 税 金 資 産 107 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 12
退 職 給 付 に 係 る 資 産 570 為 替 換 算 調 整 勘 定 1,615
そ の 他 676 退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 114
貸 倒 引 当 金 △153 純 資 産 合 計 27,450
資 産 合 計 75,336 負 債 純 資 産 合 計 75,336

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
（2023

2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 146,194
売 上 原 価 130,043
売 上 総 利 益 16,151
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,269
営 業 利 益 2,881
営 業 外 収 益 409

受 取 利 息 88
受 取 配 当 金 104
受 取 地 代 家 賃 3
為 替 差 益 79
そ の 他 133

営 業 外 費 用 292
支 払 利 息 214
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 33
そ の 他 43

経 常 利 益 2,999
特 別 利 益 319

固 定 資 産 売 却 益 113
出 資 金 売 却 益 41
事 業 譲 渡 益 165

特 別 損 失 503
固 定 資 産 除 却 損 3
減 損 損 失 491
そ の 他 8

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,815
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 789
法 人 税 等 調 整 額 6
当 期 純 利 益 2,019
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,019

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 34,218 流 動 負 債 27,019
現 金 及 び 預 金 6,800 支 払 手 形 204
受 取 手 形 1,265 買 掛 金 12,794
売 掛 金 14,156 電 子 記 録 債 務 1,373
電 子 記 録 債 権 2,855 短 期 借 入 金 8,628
商 品 6,073 関 係 会 社 短 期 借 入 金 460
仕 掛 品 1,088 1 年 内返済予定の長期借入金 500
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 509 リ ー ス 債 務 30
前 渡 金 152 未 払 金 1,146
未 収 入 金 1,462 未 払 法 人 税 等 222
そ の 他 104 未 払 事 業 所 税 8
貸 倒 引 当 金 △250 未 払 費 用 27

固 定 資 産 11,687 契 約 負 債 397
有 形 固 定 資 産 1,008 預 り 金 878
建 物 128 賞 与 引 当 金 304
機 械 及 び 装 置 13 役 員 賞 与 引 当 金 42
工 具、 器 具 及 び 備 品 47 固 定 負 債 836
土 地 774 長 期 借 入 金 500
リ ー ス 資 産 43 リ ー ス 債 務 50
無 形 固 定 資 産 98 繰 延 税 金 負 債 286
リ ー ス 資 産 39 負 債 合 計 27,856
ソ フ ト ウ ェ ア 35 （純 資 産 の 部）
そ の 他 22 株 主 資 本 16,623
投 資 そ の 他 の 資 産 10,580 資 本 金 7,186
投 資 有 価 証 券 4,862 資 本 剰 余 金 924
関 係 会 社 株 式 2,717 資 本 準 備 金 913
出 資 金 58 そ の 他 資 本 剰 余 金 10
関 係 会 社 出 資 金 1,942 利 益 剰 余 金 8,798
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,052 利 益 準 備 金 366
固 定 化 営 業 債 権 159 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,431
長 期 前 払 費 用 6 繰 越 利 益 剰 余 金 8,431
前 払 年 金 費 用 405 自 己 株 式 △284
長 期 保 証 金 268 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,425
長 期 未 収 入 金 564 その他有価証券評価差額金 1,412
そ の 他 57 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 12
貸 倒 引 当 金 △1,513 純 資 産 合 計 18,049
資 産 合 計 45,905 負 債 純 資 産 合 計 45,905

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書
（2023

2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 78,049
売 上 原 価 69,188
売 上 総 利 益 8,861
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,948
営 業 利 益 1,912
営 業 外 収 益 370

受 取 利 息 34
受 取 配 当 金 84
為 替 差 益 55
経 営 指 導 料 141
そ の 他 55

営 業 外 費 用 887
支 払 利 息 97
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 768
そ の 他 20

経 常 利 益 1,396
特 別 利 益 103

固 定 資 産 売 却 益 101
出 資 金 売 却 益 2

特 別 損 失 166
固 定 資 産 除 却 損 0
子 会 社 株 式 評 価 損 165

税 引 前 当 期 純 利 益 1,333
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 599
法 人 税 等 調 整 額 50
当 期 純 利 益 683

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年５月20日

株式会社ＧＳＩクレオス
取締役会 御中

保森監査法人
東京都千代田区
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 林 譲
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 松 華 恵

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社GSIクレオスの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社GSIク
レオス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準まで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年５月20日

株式会社ＧＳＩクレオス
取締役会 御中

保森監査法人
東京都千代田区
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 林 譲
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 松 華 恵

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社GSIクレオスの2023年４月１日から2024年３月31日まで
の第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準まで軽減するためにセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第94期事業年度における取締役の職務の執行について監査

いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 保森監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３） 連結計算書類の監査結果
会計監査人 保森監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月23日
株式会社ＧＳＩクレオス 監査等委員会
監査等委員（常勤） 荒 木 靖 司 ㊞
監査等委員 早 野 貴 文 ㊞
監査等委員 髙 喬 昌 子 ㊞

（注）監査等委員早野貴文氏及び髙喬昌子氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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１．場所

２．お問合せ先
３．交通機関

東京都港区新橋六丁目17番21号
住友不動産御成門駅前ビル１階 ベルサール御成門駅前

（03）5418-2120 人事総務部 総務課
都営地下鉄 三田線 御成門駅A４出口より徒歩約１分

駐車場はご用意しておりませんので、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。

株主総会会場ご案内図
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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